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１ はじめに 

  人口減少社会において、最少の経費で最大の効果を挙げるよう、地方公共団

体の事務の適正性の確保の要請が高まる中、行政サービスを安定的、持続的、

効率的かつ効果的に提供していくためには、その時々の時代の要請に対応した

地方行政体制を確立することが必要とされています。 

  そのような中、国の地方制度調査会の「人口減少社会に的確に対応する地方

行政体制及びガバナンスのあり方に関する答申」の趣旨を踏まえ、地方自治法

が改正され、都道府県知事及び指定都市の長に対し､内部統制に関する方針の

策定、内部統制体制の整備等が義務付けられましたが、その他の市町村の長は

努力義務とされています。 

  本市においても、限られた財源や人員の中で、これまで以上に適正な事務執

行を確保し、住民から信頼される行政の実現を図っていくためには、内部統制

に積極的に取り組む必要があります。 

  そのため、本市では、努力義務に応えるため、令和４年７月１日に「寝屋川

市内部統制基本方針」を策定し、同日から寝屋川市版内部統制制度を導入しま

した。 

  今般、令和４年度における内部統制の評価結果を取りまとめましたので、公

表するものです。 

 

２ 評価方法 

 ⑴ 内部統制の対象事務 

   市長の権限に属する全ての事務とします。 

   ※ 本市では、行政委員会及び公営企業についても、市長部局と一体的に

内部統制を実施し、評価及び報告の対象としてます。 

 ⑵ 対象期間 

   令和４年７月１日から令和５年３月 31日まで 

 ⑶ 評価基準日 

令和５年３月 31日 
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⑷ 評価方法 

  内部統制対象事務について、全庁的な内部統制の評価と業務レベルの内部

統制の評価を実施します。 

ア 全庁的な内部統制の評価 

    全庁的な内部統制の評価については、「地方公共団体における内部統制

制度の導入・実施ガイドライン」（平成 31年３月総務省。以下「ガイドラ

イン」といいます。）の「地方公共団体の全庁的な内部統制の評価の基本的

な考え方及び評価項目」を活用し、内部統制の基本的要素ごとに設けた評

価項目について、条例、規則、マニュアル等の検証資料に基づき、内部統

制対象事務に係る不備の有無を把握することにより、内部統制が有効に整

備又は運用されていたかを評価します。 

  イ 業務レベルの内部統制の評価 

    業務レベルの内部統制の評価については、各部局が、リスクの発生を防

止するための対応策を整備の上、事務の適正な執行を確保していたかの自

己点検及び自己評価を行います。また、これらの各部局の自己評価結果に

基づき、内部統制対象事務に係る不備の有無を把握し、不備が発生した場

合に是正及び改善が適切に実施されていたかなどの観点から、内部統制が

有効に整備又は運用されていたかの評価を行います。 

 

３ 評価結果 

上記の評価方法に基づいて全庁的な内部統制の評価と業務レベルの内部統

制の評価を実施し、内部統制の有効性について下記のとおり判断しました。 

 ⑴ 全庁的な内部統制の評価 

   国が定めるガイドラインにおいて示されている「地方公共団体の全庁的な

内部統制の評価の基本的な考え方及び評価項目」について、各項目において

以下の検証内容に記載のとおり不備は見られませんでしたので、内部統制は

有効に整備及び運用されていると判断しました。 
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基
本
的
要
素 

評価の基本的な
考え方 

評価項目 検証内容 

統
制
環
境 

１ 長は、誠実
性と倫理観に
対する姿勢を
表明している
か。 

１－１ 長は、地方公共団体が事務
を適正に管理及び執行する上で、
誠実性と倫理観が重要であること
を、自らの指示、行動及び態度で
示しているか。 

 

・ 「寝屋川市内部統制基
本方針」の策定、周知 

１－２ 長は、自らが組織に求める
誠実性と倫理観を職員の行動及び
意思決定の指針となる具体的な行
動基準等として定め、職員及び外
部委託先、並びに、住民等の理解
を促進しているか。 

 
 

・ 「寝屋川市内部統制基
本方針」の策定、周知 

・ 「寝屋川市職員倫理行
動基準」の策定、運用 

・ 「寝屋川市職員服務規
程」の制定 

・ 「ハラスメント及び行
政内部管理上の危機事象
に関する防止対策指針」
の策定、運用 

 

１－３ 長は、行動基準等の遵守状
況に係る評価プロセスを定め、職
員等が逸脱した場合には、適時に
それを把握し、適切に是正措置を
講じているか。 

 
 

・ 「懲戒等処分の指針」
の策定 

・ 事案発生時等における
依命通達等の発出 

・ 「ハラスメント及び行
政内部管理上の危機事象
に関する防止対策指針」
の策定、運用 

 

２ 長は、内部
統制の目的を
達成するに当
たり、組織構
造、報告経路
および適切な
権限と責任を
確立している
か。 

２－１ 長は、内部統制の目的を達
成するために適切な組織構造につ
いて検討を行っているか。 

・ 「寝屋川市内部統制基
本方針」の策定、周知 

・ 「寝屋川市内部統制基
本方針」に基づく内部統
制推進のため、「寝屋川
市内部統制制度の推進に
関する要綱」を制定し、
体制を整備 

・ 「寝屋川市事務分掌条
例」、「寝屋川市事務分掌
規則」、「寝屋川市上下水
道局事務分掌規程」及び
「寝屋川市教育委員会事
務局の内部組織に関する
規則」等により組織の分
掌する事務を規定し、権
限と責任の所在を明確化 

 

２－２ 長は、内部統制の目的を達
成するため、職員、部署及び各種
の会議体等について、それぞれの
役割、責任及び権限を明確に設定
し、適時に見直しを図っている
か。 

・ 「寝屋川市内部統制基
本方針」の策定、周知 

・ 「寝屋川市内部統制基
本方針」に基づく内部統
制推進のため、「寝屋川
市内部統制制度の推進に
関する要綱」を制定し、
体制を整備 
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・ 「寝屋川市事務分掌条
例」、「寝屋川市事務分掌
規則」、「寝屋川市上下水
道局事務分掌規程」及び
「寝屋川市教育委員会事
務局の内部組織に関する
規則」等により組織の分
掌する事務を規定し、権
限と責任の所在を明確化 

 

３ 長は、内部
統制の目的を
達成するにあ
たり、適切な
人事管理及び
教育研修を行
っているか。 

３－１ 長は、内部統制の目的を達
成するために、必要な能力を有す
る人材を確保及び配置し、適切な
指導や研修等により能力を引き出
すことを支援しているか。 

・ 「職員のあり方と人事
の改革（人材育成、人事
制度の基本方針）」の策
定、周知 

・ 「研修に関する基本方
針」の策定、運用 

・ 各種研修の実施 
 

３－２ 長は、職員等の内部統制に
対する責任の履行について、人事
評価等により動機付けを図るとと
もに、逸脱行為に対する適時かつ
適切な対応を行っているか。 

・ 全職員に対して人事評
価の結果を給与に反映 

・ 逸脱行為があった場合
には、基準に従い、適切
に処分 

・ 「懲戒等処分の指針」
の策定、運用 

・ 「ハラスメント及び行
政内部管理上の危機事象
に関する防止対策指針」
の策定、運用 

 

リ
ス
ク
の
評
価
と
対
応 

４ 組織は、内
部統制の目的
に係るリスク
の評価と対応
ができるよう
に、十分な明
確さを備えた
目標を明示
し、リスク評
価と対応のプ
ロセスを明確
にしている
か。 

４－１ 組織は、個々の業務に係る
リスクを識別し、評価と対応を行
うため、業務の目的及び業務に配
分することのできる人員等の資源
について検討を行い、明確に示し
ているか。 

・ 「寝屋川市職員定数条
例」の制定 

・ 「定員適正化計画」に
基づき、業務ごとに適切
な人員数を配置 

４－２ 組織は、リスクの評価と対
応のプロセスを明示するととも
に、それに従ってリスクの評価と
対応が行われることを確保してい
るか。 

・ 「リスク管理シート」
及び「リスク発生状況シ
ート」によるリスク管理
の実施 

・ 「寝屋川市版内部統制
制度運用指針」の策定、
運用 

・ 「寝屋川市内部統制制
度内部統制手順書」の策
定、運用 

５ 組織は、内
部統制の目的
に係るリスク
について、そ
れらを識別
し、分類し、
分析し、評価
するととも
に、評価結果
に基づいて、
必要に応じた

５－１ 組織は、各部署において、
当該部署における内部統制に係る
リスクの識別を網羅的に行ってい
るか。 

・ 「リスク管理シート」
及び「リスク発生状況シ
ート」によるリスク管理
の実施 

・ 「寝屋川市版内部統制
制度運用指針」の策定、
運用 

・ 「寝屋川市内部統制制
度内部統制手順書」の策
定、運用 
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対応をとって
いるか。 

５－２ 組織は、識別されたリスク
について、以下のプロセスを実施
しているか。 
⑴ リスクが過去に経験したも
のであるか否か、全庁的なも
のであるか否かを分類する 

⑵ リスクを質的及び量的（発
生可能性と影響度）な重要性
によって分析する 

⑶ リスクに対していかなる対
応策をとるかの評価を行う 

⑷ リスクの対応策を具体的に
特定し、内部統制を整備する 

・ 「リスク管理シート」
及び「リスク発生状況シ
ート」によるリスク管理
の実施 

・ 「寝屋川市版内部統制
制度運用指針」の策定、
運用 

・ 「寝屋川市内部統制制
度内部統制手順書」の策
定、運用 

５－３ 組織は、リスク対応策の特
定に当たって、費用対効果を勘案
し、過剰な対応策をとっていない
か検討するとともに、事後的に、
その対応策の適切性を検討してい
るか。 

・ 半期に１回、各所属に
おいてリスク及び対応策
の見直しを行うことで、
常に適切な対応策を設定 

６ 組織は、内
部統制の目的
に係るリスク
の評価と対応
のプロセスに
おいて、当該
組織に生じう
る不正の可能
性について検
討している
か。 

６－１ 組織において、自らの地方
公共団体において過去に生じた不
正及び他の団体等において問題と
なった不正等が生じる可能性につ
いて検討し、不正に対する適切な
防止策を策定するとともに、不正
を適時に発見し、適切な事後対応
策をとるための体制の整備を図っ
ているか。 

・ 不適切な事務処理等に
関するヒアリングの実施 

・ 定期監査指摘事項等に
対する理事者ヒアリング
の実施 

・ 「寝屋川市法令遵守に
関する条例」の制定、運
用 

・ 「寝屋川市危機事象に
係る対応に関する要綱」
の制定、運用 

統
制
活
動 

７ 組織は、リ
スクの評価及
び対応におい
て決定された
対応策につい
て、各部署に
おける状況に
応じた具体的
な内部統制の
実施とその結
果の把握を行
っているか。 

７－１ 組織は、リスクの評価と対
応において決定された対応策につ
いて、各部署において、実際に指
示通りに実施されているか。 

・ 不適切な事務処理等に
関するヒアリングの実施 

・ 定期監査指摘事項等に
対する理事者ヒアリング
の実施 

 

７－２ 組織は、各職員の業務遂行
能力及び各部署の資源等を踏ま
え、統制活動についてその水準を
含め適切に管理しているか。 

・ 組織機構・職員配置等
に関するヒアリングの実
施 

８ 組織は、権
限と責任の明
確化、職務の
分離、適時か
つ適切な承
認、業務の結
果の検討等に
ついての方針
及び手続を明
示し適切に実
施している
か。 

８－１ 組織は、内部統制の目的に
応じて、以下の事項を適切に行っ
ているか。 
⑴ 権限と責任の明確化 
⑵ 職務の分離 
⑶ 適時かつ適切な承認 
⑷ 業務の結果の検討 

・ 「寝屋川市事務分掌条
例」、「寝屋川市事務分掌
規則」、「寝屋川市上下水
道局事務分掌規程」及び
「寝屋川市教育委員会事
務局の内部組織に関する
規則」等により組織の分
掌する事務を、「寝屋川
市事務決裁規程」、「寝屋
川市上下水道局事務決裁
規程」及び「寝屋川市教
育委員会事務決裁規程」
等により業務上の決裁区
分をそれぞれ規定し、権
限と責任の所在を明確化 
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８－２ 組織は、内部統制に係るリ
スク対応策の実施結果について、
担当者による報告を求め、事後的
な評価及び必要に応じた是正措置
を行っているか。 

 

・ 「リスク管理シート」
及び「リスク発生状況シ
ート」によるリスク管理
の実施 

 

情
報
と
伝
達 

９ 組織は、内
部統制の目的
に係る信頼性
のある十分な
情報を作成し
ているか。 

９－１ 組織は、必要な情報につい
て、信頼ある情報が作成される体
制を構築しているか。 

・ 「寝屋川市文書取扱規
則」、「寝屋川市上下水道
局文書取扱規程」及び
「寝屋川市教育委員会文
書取扱規程」において、
文書は全て正確、迅速か
つ丁寧に取り扱い、常に
処理経過を明らかにする
ことと規定 

・ 文書主任の配置 
・ 「文書事務の手引」に
よる運用 

 

９－２ 組織は、必要な情報につい
て、費用対効果を踏まえつつ、外
部からの情報を活用することを図
っているか。 

・ iJAMP など、外部から
の情報を取得することが
できるサービスを活用 

・ パブリック・コメント
手続の実施 

 

９－３ 組織は、住民の情報を含
む、個人情報等について、適切に
管理を行っているか。 

・ 「寝屋川市個人情報保
護条例（現 寝屋川市個
人情報保護に関する法律
施行条例）」等に基づ
き、個人情報を取り扱う
事務開始時には届出を要
すほか、個人情報開示請
求があった際は条例の規
定に基づき、開示、不開
示を判断して開示決定を
行うなど適切に管理 

・ 個人情報保護の手引の
策定、運用 

・ 「情報セキュリティ基
本方針」「情報セキュリ
ティ対策基準」の策定、
運用 

10 組織は、組
織内外の情報
について、そ
の入手、必要
とする部署へ
の伝達及び適
切な管理の方
針と手続を定
めて実施して
いるか。 

10－１ 組織は、作成された情報及
び外部から入手した情報が、それ
らを必要とする部署及び職員に適
時かつ適切に伝達されるような体
制を構築しているか。 

 

・ 「寝屋川市文書取扱規
則」、「寝屋川市上下水道
局文書取扱規程」及び
「寝屋川市教育委員会文
書取扱規程」の制定、運
用 

・ 文書事務の手引の策
定、運用 

 

10－２ 組織は、組織内における情
報提供及び組織外からの情報提供
に対して、かかる情報が適時かつ
適切に利用される体制を構築する
とともに、当該情報提供をしたこ
とを理由として不利な取扱いを受

・ 「寝屋川市法令遵守に
関する条例」の制定、運
用 

・ 「監察課」を設置し、
庁内のハラスメントに対
する情報の一元化 
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けないことを確保するための体制
を構築しているか。 

 

・ 「ハラスメント及び行
政内部管理上の危機事象
に関する防止対策指針」
の策定、運用 

 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

11 組織は、内
部統制の基本
的要素が存在
し、機能して
いることを確
かめるため
に、日常的モ
ニタリングお
よび独立的評
価を行ってい
るか。 

11－１ 組織は、内部統制の整備及
び運用に関して、組織の状況に応
じたバランスの考慮の下で、日常
的モニタリングおよび独立的評価
を実施するとともに、それに基づ
く内部統制の是正及び改善等を実
施しているか。 

・ 所属ごとに、リスクご
とに適合した対応策を実
施 

・ 年に１回、各所属にお
いてリスク及び対応策の
見直しを行うことで、常
に適切な対応策を設定 

・ 制度所管課において、
リスク発生後に庁内周知
の通知を発出 

 

11－２ モニタリング又は監査委員
等の指摘により発見された内部統
制の不備について、適時に是正及
び改善の責任を負う職員へ伝達さ
れ、その対応状況が把握され、モ
ニタリング部署又は監査委員等に
結果が報告されているか。 

・ 定期監査や包括外部監
査の指摘事項等の措置状
況について監査委員に報
告 

Ｉ
Ｃ
Ｔ
へ
の
対
応 

12 組織は、内
部統制の目的
に係る ICT 環
境への対応を
検討するとと
もに、ICT を
利用している
場合には、
ICT の利用の
適切性を検討
するととも
に、ICT の統
制を行ってい
るか。 

12－１ 組織は、組織を取り巻く 
ICT 環境に関して、いかなる対応
を図るかについての方針及び手
続を定めているか。 
 
 

・ 「情報セキュリティ基
本方針」の策定、運用 

 

12－２ 内部統制の目的のために、
当該組織における必要かつ十分な
ICT の程度を検討した上で、適切
な利用を図っているか。 

・ デジタル技術に係る予
算の精査 

・ 「寝屋川市事務決裁規
程」において、電子計算
処理組織に関連するもの
についてはＤＸ推進室へ
の合議する旨を規定 

 
 

12－３ 組織は、ICT の全般統制と
して、システムの保守及び運用の
管理、システムへのアクセス管理
並びにシステムに関する外部業者
との契約管理を行っているか。 

 
 

・ 「情報セキュリティ対
策基準」の策定、運用 

12－４ 組織は、ICT の業務処理統
制として、入力される情報の網羅
性や正確性を確保する統制、エラ
ーが生じた場合の修正等の統制、
マスター・データの保持管理等に
関する体制を構築しているか。 

 

・ 「情報セキュリティ対
策基準」の策定、運用 

・ 「寝屋川市電子計算組
織の管理運営に関する規
則」の制定、運用 
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 ⑵ 業務レベルの内部統制の評価 

内部統制対象事務に係る「リスクの洗出し」「対応策」及び「自己評価」の

不備の有無、不備が発生した場合における是正及び改善が適切に実施されて

いたかを確認したところ、全所属が作成している「リスク管理シート」にお

いて、把握しているリスクに対する対応策を整備しているにもかかわらず、

リスクを発生させた事案が存在したことから、評価対象期間において内部統

制対象事務に係る運用上の不備が把握されたため、その限りにおいて内部統

制の一部は有効に運用されていないと判断しました。 

   なお、評価期間中において、発生した主なリスクの内容、原因及び改善策

については以下のとおりです。 

分類 内容 原因 改善策 

財務 

(支出) 

 

 

 

 

 

 

 

 

【11 件】 

支払の遅延 ・ 確認体制を構築でき
ていなかった。 

・ 支払時期を失念して
いた。 

・ 会計事務について、チェックリ
ストを作成するなど確認体制の
構築を行う。 

・ スケジュール表などを所属内
で共有できるよう見える化を行
った。 

 

支払金額の誤
り 

・ 支払の根拠となる資
料と突合ができてい
なかった。 

・ 支払いの根拠となる資料につ
いて、事前に作成者以外の複数
人でチェックを行う。 

・ 担当者及び上席者において、根
拠となる資料と突合することを
徹底する。 

 

財務 

(収入) 

 

 

 

【８件】 

徴収金額の誤
り 

・ 請求資料等の作成を
間違えた。 

・ 収入の根拠となる資
料と突合ができてい
なかった。 

・ 徴収の根拠となる資料につい
て、事前に作成者以外の複数人
でチェックを行う。 

・ 担当者及び上席者において、根
拠となる資料と突合することを
徹底する。 

 

財務 

(契約) 

 

 

 

 

 

【４件】 

契約書の記載
の不備 

・ 確認体制を構築でき
ていなかった。 

・ 契約書の作成について気を付
ける点をまとめたチェックリス
トを作成し、担当者及び上席者
は積極的に活用する。 

・ 複数人で確認できる体制を構
築する。 

入札に係る配
布図書の誤記
による入札中
止 
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情報管理 

 

 

 

 

 

 

 

【４件】 

個人情報の漏
えい（漏えい
のおそれを含
む｡)に関する
もの 

・ 確認体制が構築され
ているにもかかわら
ず、複数人での確認を
怠った。 

・ メールアドレスが個
人情報になる認識が
なかった。 

・ 封入する封筒の数と送付する
通知書等の数を複数人で照合す
る。 

・ 所属内で、個人情報保護事務の
手引を活用して適切な個人情報
の取扱いについて周知を行う。 

・ メールアドレスの個人情報漏
えいを防止するため、メールの
BCC 機能を使用するよう周知し、
送信の際は複数人での確認を徹
底する。 

 

文書管理 

 

 

 

 

 

 

 

【15 件】 

広報誌への記
載誤り 

・ 原稿作成時及び校正
時において確認等が
不十分であった。 

・ 確認体制を構築でき
ていなかった。 

・ 原稿作成者は、原稿について、
根拠となる取材メモと校正チェ
ックリストに基づき、確認する
とともに、第三者によるダブル
チェックを行う。 

・ 校正においては、根拠となる事
実や資料をしっかりと把握し、
複数人による確認を徹底する。 

 

その他 

 

 

 

【９件】 

支出負担行為
書の作成漏れ 

・ 支出負担行為書の適
正な作成時期につい
て、認識を誤ってい
た。 

・ 事務処理の基本的事項につい
て、課内周知を行う。 

・ 進捗状況等を確認するための
チェックリストを作成する。 

 

 

４ 不備の是正に関する事項 

  内部統制の評価手続により把握した業務レベルの内部統制における運用上の

不備については、適宜、「副市長による定期監査指摘事項等に対するヒアリング」

や内部統制推進チームメンバーによる「不適切な事務の処理等に係るヒアリン

グ」を行った上で、是正措置及び改善策が講じられており、適切に対応してい

ます。 

  また、定期監査や包括外部監査における指摘事項を全庁的なリスクとして捉

え、当該指摘事項を活用した全庁点検を行い、同様のリスクが再度発生しない

よう取り組んでいます。 


